公務員連絡会が給与決定について公務員部長交渉―10月29日
地公部会が賃金確定にあたって労使交渉を尊重すること要求

· この交渉情報は、組合員外が閲覧可能な教宣、ホームページ等で公開せず、組合員内部に止めてください。

　10月29日、公務員連絡会地公部会は、総務省公務員部長交渉を実施した。総務省らは、佐々木公務員部長、丸山公務員課長、原給与能率推進室長ほかが、公務員連絡会からは、岡本企画調整委員代表（自治労書記長）をはじめ構成単組の書記長クラス交渉員、藤川事務局長ほかが交渉に出席した。

　冒頭、岡本企画調整委員代表から、要請書を手交し、藤川事務局長が次の4点について要求し、総務省側の見解を求めた。

（1）この間、総務省からは厳しい助言・指導を自治体は受けている。しかし、自治体サービスの確保・向上のため、地方公務員の賃金水準が確保されることが必要であり、自治体賃金の確定にあたっては、地公法第24条３項の趣旨を踏まえた自治体の自主決定が尊重されるよう対応すること。とくに、公営企業職員や現業職員の給与については、非現業職員との決定方式の違いを踏まえ、労使交渉と合意を尊重して対応すること。

（2）労使関係制度検討委員会では、12月の報告書の公表に向け審議が続けられてるが、自律的労使関係を確立するための制度設計にあたっては、必要に応じ、地公部会との十分な交渉・協議、意見交換を行うこと。

（3）臨時・非常勤職員の均等待遇を確立するため、「任期の定めのない短時間公務員制度」や、雇い止めを惹起させない安定雇用の実現など、法整備を図ること。

（4）地方公務員の十分な定員を確保し、地方分権、少子・高齢化、地域医療確保、環境保全などの公共サービス水準を維持・向上させること。

　これらに対して、佐々木公務員部長から、次の回答があった。

（1）地方公務員の給与については、地方公務員法の趣旨に則ることが大事であり、それぞれの地方公共団体で労使間の交渉や地域の実情を踏まえつつ、条例で定られるべきものである。具体的には、当該団体の規模や給与の実態等を総合的勘案した上で、国民・住民の理解と納得が得られるような内容としていただく必要があるものと考えている。今後とも、このような考え方に立って、必要な助言等を行ってまいりたい。

　また、地方公共団体の技能労務職員等の給与については、一般行政職と異なり人事委員会勧告の対象とはならず、労使交渉を経て労働協約を締結することがきる。一方、法律上、職務の性格や内容を踏まえつつ、同一又は類似の職種に従事する民間従業者との均衡に配慮することが求められるものである。

　この点に関して、ここ数年、技能労務職員等の給与については、国民等から同種の民間事業の従業者に比べ高額となっているのではないかとの厳しい指摘、批判があったところである。それぞれの地方公共団体においては、技能労務職員等の給与について情報の開示を進めながら、住民の理解と納得が得られるよう適正な給与としていただくことが大事であると考えている。

（2）国家公務員制度改革基本法では、国家公務員の労働基本権について、協約締結権を付与する職員の範囲の拡大に伴う便益と費用を含む全体像を国民に提示しその理解のもとに、国民に開かれた自律的労使関係制度を措置するとされており、あわせて、地方公務員については、「国家公務員の労使関係制度に係る措置に併せこれと整合性をもって、検討する」とされているところである。現在、国家公員制度改革推進本部に設置されている労使関係制度検討委員会において、検討が行われており、総務省としても、その検討に連携・協力しているところである。

　 いずれにしても大変重要な課題であり、検討にあたっては、法律にもあるように、国民の理解を得ることが必要であると同時に、自律的労使関係の構築と安定的な住民サービスの確保の観点から、労使双方の意見を十分に踏まえることが必要と考えており、関係する方々の意見も伺ってまいりたい。

（3）臨時・非常勤職員については、臨時的・補助的な業務又は特定の学識・経験を要する職務に任期を限って任用するものと解されているところであり、その報酬等の制度や水準については、各地方公共団体の条例等に基づき、職務の内容と責任に応じて適切に決定されるべきものである。また、ご指摘の「任期の定めのない短時間勤務職員制度」に関しては、平成15年の地方公務員制度調査研究会報においても、基本的な考え方として、公務の中立性の確保、職員の長期育成を基礎とする公務の能率性の追求等の観点から、任期の定めのない常勤職員を中心とする公務の運営の原則は維持されるべきとしつつ、任期付短時間勤務職員制度の導入を提言し、任期の定めのない短時間勤務職員については、国家公務員における検討の動向等も注視しながら、慎重に検討すべきとされたところである。

　この報告書を受けて、平成16年に、常勤職員と同様の本格的業務に従事することができ、給料及び手当が支給可能な制度として「任期付短時間勤務職員制度」が地方独自の制度として導入されており、その活用が更に図られるよう、制度の周知、活用事例の紹介などを進めるとともに、地方の実情をお聞きしながら、制度・運用の改善についても、幅広く検討してまいりたい。

（4）各地方公共団体においては、住民の信頼に支えられた地方自治行政を確立すためにも、住民のニーズを的確に把握しながら、メリハリをつけた組織の見直し等を通じて、簡素で効率的な行政体制の整備に努める必要があると考えている。地方公共団体では、集中改革プランにおいて、平成１７年から平成２２年までの５年間に▲6.4％の定員純減の目標を定めて取り組んでいるところ、平成２１年までの４年間で、実績として▲6.2％の純減となっており、各地方公共団体で大変なご努力をしていただいていると承知している。

　現在、総務省では、「定員管理研究会」において、これまで進めてきた集中改革プランの取組やその影響等について整理、検証しており、研究会の中で、地方公共団体からは、業務量の増加への対応が課題となっているという意見や、その一方で、今後も定員純減に向けた取組が必要との意見など、様々な意見を聞いているところである。

　このような地方公共団体の声も十分に聞きながら、今後の定員管理に取り組んでまいりたい。

これらの回答に対して、労働側は次のように質した。

（1）政権交代のもと、自律的労使関係の確立に向けた制度設計のスケジュールをどのように考えるのか。また、関係者の意見を聞くとされたが、制度設計にあたってはわれわれとの協議をお願いする。

（2）各自治体での賃金決定と制度の運用に対し、総務省からの強い指導・助言を行わないよう、改めて要請する。住居手当の問題も含め、地域の実情をふまえていただきたい。

（3）定員管理については、人員削減はすでに限界を超えている。サービスの提供体制に無理がある結果として、臨時・非常勤職員が急激に増加し、基幹的な業務まで担わなければならないような状況だ。「定員管理研究会」で検証するとのことだが、その際には、現場事情・実態をよく理解してもらいたい。

（4）公営企業・現業職員の賃金については、独自カットも含め、一般行政職員に対する人事委員会勧告以上の削減をしている事実がある。なぜ公共サービスとして実施しているのか、再度認識を持ってもらいたい。

　これを受けて、佐々木公務員部長は、次のように述べた。

（1）地方公務員の労働基本権については、国家公務員制度改革基本法において、「国家公務員の労使関係制度に係る措置と整合性をもって、検討する」とされており、現在、国家公務員制度改革推進本部に設置されている労使関係制度検討委員会おいて、引き続き検討されているところである。制度設計にあたっては、皆さんからのご意見も伺ってまいりたい。

（2）地方行政において、地方公務員の果たす役割は極めて重要であるが、同時に地方行政に対して、国民・住民から理解を得ることが不可欠である。また、一つの団体の不適正な運用によって、全体の信頼を損なうことがあるので、今後とも必要な助言を行ってまいりたい。

（3）定員の状況に関しては、各自治体において様々な実情があることを「定員管理研究会」の中で把握していく。ご指摘のようなご意見もある一方で、今後も定員を削減する必要があるという意見も聞いている。行政サービスをきちんと実施していくことは重要であると考えている。

（4）地方公共団体は、厳しい財政状況の中で、人件費・定数等を決定し、事業の見直しを行ってきているものと認識している。

　最後に、「教育分野においても、非常勤職員は増加している。年間200日授業して年収200万円に届かない職員もいる。官製ワーキングプアと呼ばれるような実態を改善するよう、法整備が必要だ」と要請した上で、藤川事務局長から、「地方交付税の増額要求など、地方からの期待も高まっているところである。今後とも緊密な意見交換どを行っていってもらいたい」と訴え、交渉を終了した。

以上

